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(3) 粉体機器
当社の粉体機器のスタートである混合機は、第2次石油
ショックを契機とした世界的不況の中、新事業への進出が
望まれた時に生まれた製品である（No.2）。

1号機は1979年9月セラミックス基板製造用、2号機は
1980年1月食品調味料製造用に納入し市場に参入した。そ
の後、各種新素材の開発に利用され、技術革新のサポート
機器として重要な役割を担っている。
当初は、混合機のみであったが、現在は、乾燥、粉砕へ
の分野拡大をはかり、それぞれの製品群をシリーズ化して
いる（No.22､28､29）。

4. Control
4.1 制御・通信分野

(1) 配電線自動化システム
電力会社の配電系統運転業務に対する省力化・効率化の
要請に応えるため、配電線自動化システムを開発し1990
年度より順次製品化を行ってきた。
配電線自動化システムとは、親局装置から子局装置を介
して 6.6 kV配電線の開閉器を遠方監視制御するものであ
る。

① 親局装置
親局装置は、現在までに3つの世代に亘る進化を遂げて

いる。当社は、マイクロコンピュータを用いた第1世代の
キャラクタ親局装置から配電線自動化システムの開発に着
手し、UNIXワークステーションを採用したスケルトン親
局装置にて本格的な展開を図った。
つづいて第2世代のフルグラフィック親局では、初の分散

広域運用機能を先進のオブジェクト指向言語で実現した。
この成果をもとにして、改良進化させた第3世代親局装

置（HJ）が現在、中部電力（株）殿の標準機として普及して
いる。

HJ親局装置は、情報系システムや他の関連システムとネ
ットワーク連係することで合理的な機能分担を実現した。
中でも情報系システムが持つ設備データや系統データお
よび系統計算結果を連係することでデータの一元化とHJ
親局装置側でのデータメンテナンスを不要とした。(4) 畜舎用送風機

当社は2003年に業界で初めてブラシレスDCモータを搭
載した畜舎用送風機の製造を開始した（No.25）。　　　
当時業界では、三相誘導電動機を搭載した複数の送風機
を大容量インバータにより一括制御する方式が主流であ
り、個別の風量制御は困難であった。当社は一台のコント
ローラーで最大31台の送風機の風量を個別制御できるよう
にし、省エネ、低ノイズ化も実現した。　　

2006年には市場の拡大を目指し、用途に即した普及型畜
舎用送風機の製造を開始した（No.29）。

【容器着脱型混合機】

【普及型畜舎用送風機】

  【設置状況】

〈親局装置〉
各世代の

　　　 特徴 親局種別 技術内容 技報No.
（年）

 

 キャラクタ
 親局装置

 スケルトン
 親局装置

 フルグラフ  
 ィック 
 親局装置

 HJ親局装置

 広域連係　
 サーバ装置

No.11
1990

No.15
1994

No.20
1998

No.26
2005

<第1世代>
開閉器の遠隔
監視制御

<第2世代>
制御用計算機
によるプログラ
ム制御（操作手
順の自動実行）

<第3世代>
データメンテナ
ンスフリーと広
域連係、代行
機能の実現

・子局装置から情報を文字
（キャラクタ）表示
・表示／入力機能を担当する端
　末と監視制御部に処理分散を
　図り高速化を実現
・開閉器の系統スケルトン表示
・EWSの採用や計算機業界標準
　プロトコルのTCP／IPの採用
　など、汎用性の高いシステム
　構成とした
・地図情報対応の系統ビジュア
　ル表示
・他社に先がけてオブジェクト
　指向言語を採用
・件名操作手順の作成と自動実
　行を実現
・分散システムとしては業界初
　の広域運用機能（営業所間の
　配電線系統の連系）の実現
・サイト毎に処理を自立させ情
　報連係することで営業所間の
　配電線系統の広域連系を実現
・休日や夜間に無人となる閉店
　営業所の運転代行機能を実現
・二重化構造とし、制御卓の故
　障時は制待切換を自動実行
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② 広域連係サーバ装置
第3世代親局装置は、支店大の広域機能を実現し、営業
所間にまたがる配電線を営業所境界に関係なく監視制御す
るための広域連係サーバ装置を開発し、各支店に納入配置
した。

③ 子局装置
子局装置は、開閉器を入/切制御するもので、マイクロコ
ンピュータにより再閉路動作リレー機能と遠方監視制御機
能を実現した。
子局装置は、第1世代（1G）から、一時センサ子局装置の

試行を経て改良・進化が行われ、現在第4世代（4G）に至っ
ている。
現行の4G子局装置は、1G子局装置（当社製）に比べ体積
で1/2、質量で1/2、消費電力で1/3程度まで小型／軽量化
／低消費電力化を実現し、標準機として広く普及してい
る。

(2) デジタル形制御保護装置
電力設備の信頼度向上、省スペース化、および保守点検
省力化の要求により、中部電力（株）殿のご指導の下に配電
用変電所の制御・保護継電装置の開発・製品化を行なって
きた。

1990年にアナログ形配変受電自動切替装置をデジタル化
し中部電力（株）殿形式承認を得て、1991年より納入を開
始した。その後、高精度アナログ実効値変換器を採用した

電圧調整継電器、信号入出力部へのホトカプラ採用にて小
形・軽量化した LR制御ユニット、ハードウェアの自己診
断機能を搭載した構内保護継電装置、他社製廃形品代替互
換器としての再閉路継電器等を順次開発・製品化した。
また、ユニット間に光伝送方式を採用した第一世代配電
用変電所配電盤、電圧要素切替にソフト43P回路を使用し
た分路リアクトル保護継電装置、盤間およびユニット間結
合にEthernetLANを採用した第二世代配電用変電所配電盤
などを、（株）東芝殿との技術提携により開発・製品化し
た。

〈子局装置〉 

【HJ親局装置】 

子局種別  技術内容 技報No.
（年）

 【広域連係サーバ装置】 

【LD子局装置】

1G子局装置
（62子局）

2G子局装置
（CD子局）

3G子局装置
（H6-LD子局）

センサ子局
装置

4G子局装置
（H10-LD子局）

No.11
1990

No.13
1992

No.16
1994

―
1994

No.22
1999

・マイクロコンピュータを搭載した電子機　
　器を屋外仕様で開発
・入／切制御回路の 重化による冗長化
・自己診断機能による異常有無の親局通知　
　の実施
・C言語によるソフト開発により保守性を　
　向上
・外側FRP、内側金属のケースとしノイズ　
　シールドを実施
・従来の全リレー機能（5種類）を実現
・ソフトウエアの比率を高め、回路の簡素　
　化を実施
・小形・軽量化による作業性向上
・リレー種別を2種類とし、自己診断機能
　の強化を実施
・電圧計測機能を追加
・上りの通信速度を倍増し通信性能を向上
・操作部と表示部を一体化し、現地作業の　
　標準化を実現
・DSPによるデジタル演算処理を実施
・LD子局をベースに光センサによる線電流、
　零相電圧、零相電流の計測機能を実現
・計測情報を元に故障判定機能（DC、OC
　等）を実現
・屋外用の光コネクタを開発
・表面実装部品を採用し、基板の小型化、
　低コスト化を実現
・可変抵抗レスの調整作業不要な回路構成　
　を実現
・入出力回路の耐ノイズ設計による、ノイ　
　ズ耐量の大幅向上
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(3) 通信装置
電力会社における電力設備の保守運用に必要な系統情報
の伝送装置、および情報を受信し表示・印刷する監視装置
を、中部電力（株）殿のご指導の下に開発・製品化を行なっ
てきた。
操作卓にタッチパネルを採用した ITV装置、1台で同時
に複数の通信プロトコルデータフォーマットに対応可能な
マルチ型遠隔タイプライタ、光伝送の転送遮断用光伝送装

置、マルチ型遠隔タイプライタ機能を汎用パソコンで実現
した多機能情報端末を順次開発・製品化した。その後、
PLDを採用した系統安定化装置用信号伝送装置、汎用的
HDLC手順によるパケット伝送方式を採用した配変用遠隔
監視制御装置、モデム伝送・IPネットワーク伝送の両方に
対応したハイブリッド型C D T装置などを開発・製品化し
た。

〈デジタル形制御保護装置〉

製品名 技術内容 技報No.
（年）

【配電用変電所配電盤（第二世代D配）】   

電圧調整継電器
（D・90）

配変受電自動切替
装置（D・J-PAC）

LR制御ユニット

配電用変電所配電盤
（第一世代D配）
東芝技提品
分路リアクトル
保護継電装置
（D・ShR）
東芝技提品

配電用変電所配電盤
制御ユニット

再閉路継電器

構内保護継電装置
（D・KP）

配電用変電所配電盤
（第二世代D配）
東芝技提品

・高精度アナログ実効値変換器の採用
・自動整定変更機能、電圧監視機能、
　電圧記録記憶機能の実装
・盤幅の縮小（盤幅700mm→350mm）
・光通信用HDLCシリアル出力の採用
・信号入出力部へのホトカプラ採用に
　よる小形・軽量化
・自動整定変更機能、電圧記録機能、
　外部異常監視機能の実装

・保護ユニットと制御ユニット間に光
　伝送方式を採用

・盤幅の縮小（盤幅700mm→350mm）
・電圧要素切替にソフト43P切替回路を
　使用

・保護リレーユニット間及びテレコン
　間に光伝送方式を採用
・シーケンスプログラムの作成に専用
　作成言語を採用
・電流ピックアップによる高感度化
・区間指示計（SI）機能の内蔵
・他社製アナログ形廃形品の代替互換
　器
・盤幅の縮小（盤幅700mm→350mm）
・ハードウェアの異常診断を常時実施
　する自己診断機能を搭載
・保護機能と遠方制御機能を複合化し
　た保護制御ユニットを採用
・盤間およびユニット間の結合に
　Ethernet LAN 採用

No.11
1991

No.12
1991

No.13
1992

No.14
1993

No.19
1997

No.19
1997

No.23
2000
No.26
2005

No.26
2005

No.27
2006

〈通信装置〉

製品名  技術内容  技報No. 
（年）

【ハイブリッド型ＣＤＴ装置】

I TV装置

マルチ型
遠隔タイプライタ
（RTW）
転送遮断用
光伝送装置
（光TT）

多機能情報端末
（MIT）

系統安定化装置用
信号伝送装置
（SSC-TT）

配変用
遠隔監視制御装置
（HDLC形TC）
ハイブリッド型
CDT装置

No.14
1993

No.17
1996

No.21
1998

No.24
2001

No.25
2004

No.27
2006

No.29
2008

・操作卓にタッチパネルを採用
・操作手順メニュー方式を採用
・1台で同時に複数の種類の通信プ
　ロトコル（HDLC、BSC等）データ
　フォーマットに対応可能

・光伝送速度 1.544Mbps
・光伝送距離最大 15km

・マルチ型遠隔タイプライタ機能を
   汎用パソコンで実現
・各種データの検索機能・保存機能
　を付加
・PLD採用により基板数削減と実装
　送信・受信回線数の増加
・外部接点信号切分け部のユニット
　前面配置
・配変テレコンの1ユニット化
・汎用的HDLC手順によるパケット
　伝送方式
・モデムを使用した伝送と IPネット
　ワークによる伝送の両方に対応
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4.2 環境分野

(1)真空加熱分離法によるポリ塩化ビフェニル　
　　(PCB)の除去処理
① PCB問題

PCBは、絶縁性に優れ高温でも安定している特性から、
過去に電気絶縁油として、変圧器、コンデンサ等に使用さ
れていた。しかし、PCBの人体への安全性が問題となり製
造が中止され、過去の製造品については2016年までに無
害化処理することが義務付けられた。

② 当社の取り組み
当社は、真空加熱分離法による PCB汚染部材からの

PCB蒸発分離除去技術の確立に1990年から取り組んでき
た。2002年に実証試験設備を建設し、研究を開始した（図
1）。そして、この研究で得られた様々な知見によって実用
可能な技術を確立した。2003年には、これらの成果を国の
技術評価委員会に報告し、技術認証（真空加熱分離法）を取
得した（No.25）。

③ 真空加熱分離法の概要
真空加熱分離法は、PCB汚染部材を入れた真空加熱炉内
をメカニカルブースタおよび真空ポンプによりほぼ真空
（6.7Pa）に引き、部材をヒータにて約200°Cまで加熱するこ
とにより、PCB等をPCB汚染部材から蒸発分離し、それ
らを各凝縮器で回収するという処理方法である。
真空加熱分離法の概略システムフローを図2に示す。

④ 真空加熱分離法の特長
本処理方法は、比較的低温で加熱するため、処理対象物
を変性させることなく処理することができる。また、設備
が危険物一般取扱所に該当しないため、準工業地域でも設
置できる利点がある。

⑤ 納入実績
複数の電力会社にて当社の方式が採用され、現在順調に
稼働中である（No.29）。
納入実績を表1、真空加熱処理設備を図3に示す。

⑥ 今後の展望
これまでの技術を応用した新たな研究開発を進めてお
り、環境分野において幅広く社会貢献できるよう展開して
いく。

 

 

【図1　実証試験設備】    
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凝縮器
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 【図2　真空加熱分離法の概略システムフロー】

 〈表1　納入実績〉 
納入先  炉のサイズ／炉数  処理能力 運用開始

中国電力 内径 2m×長さ   22m／2炉
内径 2m×長さ   18m／3炉

36.5 t／日 2007年6月

東北電力 内径 2m×長さ  7.5m／1炉   1.8 t／日 2008年1月
北陸電力 内径 2m×長さ 17.8m／2炉 10.5 t／日 2008年5月

  

【図3　真空加熱処理設備】 




